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In this paper, we focus on the behavior of a finn that achieves efficient branch office location, in order to analyze straw effect 

caused by new shinkansen lines. We developed a branch office location model and confirmed that it is usable to analyze straw 

effect. At first, we.detected the straw effects in Akita and Omagari regions after the opening of the Akita Shinkansen in 1997, 

from the statistical data. Secondly, we confirmed that the branch office location model provided a similar result. At last, we 

analyzed the straw effect of Hokkaido Shinkansen using this model. As a result, we show that Hokkaido Shinkansen causes 

straw effect in Hakodate when the whole line up to Sapporo opens. 
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1.はじめに

現在， 2010年の開業を目標に新行森駅までの東北新幹線

延伸工事が進められている．今後さらに北海道新幹線とし

て新函館駅まで延伸し，最終的には札幌駅まで繋がる計画

となっている．沿線の自治体では新幹線の開業が地域にも

たらす経済効果に期待し，これらの計画に対して和極的な

姿勢を示している．

しかし，新幹線の開業が地域にメリットをもたらすとは

限らない新幹線がもたらすデメリットとして「ストロー

効果」が以前から指摘されているりこれは地域から人や

物資が近隣大都市圏に吸い上げられる現象を指している．

人口減少社会に突入し，経済規模が頭打ちになった今日で

は， 一度ス トロー効果によって地域経済の基盤を失ってし

まうと，そこから復興することは難 しい．そのため，今後

の新幹線が地域に与える影響を把握するためにも，ストロ

ー効果に関する研究が煎要と考えられる．

新幹線の開業によって近隣大都市圏から容易に 日帰り出

張できる圏域が拡大すると，そのような圏域に含まれる地

域には支社を配骰する必要がなくなる企業が効率的な企

業組織を実現するなかで，支社を撤退させるために生じる

現象は，ストロー効果を説明する 1つの方法となる．そこ

で本研究では，企業がより効率的な企業組織を達成する行

動に立脚した支社配骰モデルを提案し，このモデルに基づ

いてス トロー効果を検討するなお，本研究では全国の新

幹線の中でも北海道 ・東北地方に着目して分析を行った．

2.支社配置モデル

2. 1モデル化する企業の集務形態

企業の行動をモデル化するにあた り，まず企業の業務形

態を次のように仮定する．

l)全国に分布する顧客に対 して業務を遂行する企業を考

える．企業は一つの本社と複数の支社を持ち，支社は

顧客を管轄する ．本社は支社を秤轄するが，同時に顧

客を直接管轄することもできる．

2) I単位の業務情報祉に応じて 1単位の交流が行われ，そ

の距離に依存した交流コス トがかかる．

3)支社は管轄下にある顧客に関する業務情報抵を集約す

る役割を果たす．つまり ，顧客に対する業務の中に一

定の割合で含まれる難 しい業務（例えば企画，分析な

ど）だけを本社に送って業務を遂行するこの業務情

報品の集約率を情報集約係数 Reと呼ぷ．

4)本社，支社の立地にあたっては，それらが扱 う業務情

報品に応じた立地コストがかかる．

以上の業務形態を持つ企業の本社，支社，顧客の関係を

図」に示す．
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図-1企業の業務形態

2.2支社配置モデルの定式化

本研究で提案する支社配置モデルは，顧客と本社間の交

流を効率化するために，支社を配置することが有利かどう

かを判断するモデルである．顧客と本社の間に業務情報品

に応じた交流がなされている時．発生するコス トを最小化

する支社の配置とその管轄域を求める問起を定式化する．

最初に本社の立地コストを考える．本社の従業者数が大

きいほど確保しなければならない床而積は大きくなり ．そ

れに応じて貨貸料も高くなる．よって，本社の立地コス ト
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次のように表わすことができる．

C。=f。+(p。+h。)s。 (I)

ただし， lo:本社固定費用， Po:本社従業者一人当たり床貨

貸料， ho:本社従業者一人当たり貨金， So:本社従業者数．

本社の立地コストと同様に，支社の総立地コスト C1は，

次のように表わすことができる．

cl ＝L{fXJ +(pl＋九）SJ}

J=I 

ただし，f:支社固定喪用，pJ：支社jの従業者一人当たり

床牧貸料， り：支社jの従業者一人当たり貨金， Sノ：支社j

の従業者数ここで， X」は支社を配骰する場合に I,それ

以外で 0を表す 0-1変数である．

x1 E {0,1} VJ (3) 

支社jの従業者数 sノは式(4)の制約条件を持つ．ただし，A、
は顧客iに対する業務梢報虻である．YI)はiゾーンの顧客

を支社jが管轄する割合の変数であり，式(5)のように必ず

XJ以下となる．そのため， X戸0のとき SJも必ず 0となり，

c,=oとなることが保茄される．

s」＝こぇ、yij
1=1 

〇幻YI)~ X1 Vi,} (5) 

次に支社ー顧客間の交流コストについて考える．業務情報

址ー単位に対して従業者一人が交流を行うと定義している

ため，顧客iに対する業務情報且に応じた交流が支社と顧

客の間で発生する．よって，支社ー顧客間の総交流コスト

Gは，次のように表わすことができる．
J I 

c2＝ここ豆Y,J
j=I l=I 

ただし，dリは従業者一人当たりの支社・顧客間交流コストで

あり，ゾーン iJ間の交通条件に依存する外生値である．

支社に梨まった業務情報は R(・倍に集約され，その業務情

報品に応じた交流が本社と支社の問で発生する．そのため，

本社支社間の総交流コスト Cは，次のように表わされる．

CJ= R,心：s凡。
J=I 

ただし， R(・ は情報兆約係数 djoは従業者一人当たりの本社

・支社間交流コストであり，交通条件を反映した外生値であ

る．

立地コストを支払って支社を配置するよりも，本社と顧

客が直接交流した方が，総コス トが小さい届合もある．そ

の場合，顧客に関する業務情報母がそのまま本社と顧客の

交流として発生する．本仕ー顧客間の総交流コスト Cdよ，
次のように表わされる．

C。は，

(2) 

Vi,j (4) 

(6) 

(7) 

C4=こA，d,。z,。
／=I 

ただし， d;。は従業者一人当た りの本社ー顧客間交流コスト

で外生値であるまた， Z,oは iゾーンの顧客を本社が直接

笞靱する割合を表す変数である．

侭 z,。SI Vi (9) 

企業は以上の各コストを合計した総コスト C7・を最小化

するように行動するものとして，次のように定式化できる．

min cr =C。+C1+C2+C3+C4 (IO) 
x,.r,.z,。,s,.s。

(8) 

S.I. X, e{O,I} Vj (II) 

>-）

J
ー

y

u

IO

X

<

-

A

、

+

V

-

N

I

O

I

T

I
 

z
 

リ

y

リ

Y

<
-
=

(

<-

0

1
 

J
て

↑
日

。

s

Vi 

Vi,j 

Vi 

'rfi,j 

)

、,'’

‘,'

‘
,'’

2

3

4

5

 

、,̀̀

、

.,‘
‘
・,‘

、
,̀̀

S。＝こ豆。 ＋ R(•こsJ
、=I J=I 

ここで式(12)は，顧客に対する業務が必ず支社か本社のど

ちらかで処理されるという制約条件を表す．また式(16)は，

本社の従業者数s。が顧客と直接行う業務の情報枇と，支社

を介して行う業務の情報杖の総和に対応して必要であるこ

とを示す．

Vi,j (16) 

3.支社配置モデルによるストロー効果の検証

3. 1基本設定

分析対象地域ぱ，第 4回全国幹線旅客純流動調査で用い

られている 207生活圏ゾーンのうち，離品と沖縄を除いた

194ゾーンとした．扱う業務情報品は，平成 16年事業所 ・

企業統計調査から，市区町村別の全産業の従業者数を 194

ゾーンに振り分けた後，全国の顧客からの総業務情報h1が
1,000（人／日）になるように調整した．ゾーン間の交流コ

ストは，第 2回全国幹線旅客純流動調査(I995年）およぴ，

第 4回全国幹線旅客純流動調査 (2005年）を基に，鉄道と

航空両方を組み合わせた交通手段の中から，一般化喪用が

最小になる手段を考え，時間価値は 3,000（円／時） として

与えた従業者一人当たり床貨貸料は， 一人当たり床面積

を 15.2而として勾出した．従業者一人当たり貨金は地域に

よらず一定であるものとし，サービス業基本調査の経営組

織別 l屑用者当たりの給与支給総額から，経営組織「会社」

の平均給与 296（万円／年）と設定した．本社は東京 23区

にあるものとして計勾を行った．

3.2秋田新幹線整備後のストロー効果の検証

2~で提案したモデルによってストロー効果の検討が可

能かどうか確認する．モデルの有用性を確認するにあたり，

どのような地域でストロー効果が発生しているのかを既存

の研究から把握できることが望ましいが，統計データから

スj、ロー効果を検証した研究は少ない．小野ら 2)は長野新

幹線沿線におけるストロー効果を検証し，統計データから

はストロー効果が現れていないと結論づけている．しかし，

ストロー効果のようなデメリットは新幹線沿線の全ての地

域において現れるものではなく，地域ごとに観測される現

象は異なるであろう．そこでこの節ではまず，ストロー効

果が発生している地域を把握することから始める．

ストロー効果の検証にあたり，東北地方における新幹線

の沿革をまとめると，表-Iのようになる．

年

1982 

1992 

(1995) 

1997 

1999 

2002 

(2005) 

表ー1東北地方における新幹線の沿革

沿革

東北新幹線 大宮ー盛岡 開業

山形新幹線 福島—山形 OO業

（第 2回全国幹線旅客純流動調査）

秋田新幹線盛岡・秋田 開業

山形新幹線 山形一新庄 延伸開業

東北新幹線盛岡・八戸延伸開業

（第 4回全国幹線旅客純流動調壺）
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そこで，この期間の東北 ・山形・秋田新幹線沿線都市圏に

おける事業所数の変化について，事業所 ・企業統計調査を

もとに図2のよう にまとめた．
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図-2東北地方における事業所指数の変化

秋田新幹線開業の前年である 1996年における事業所数を 1

として，事業所数の変化を表した．この固から北上を除く

地域では 1996年を境にして事業所数は減少傾向にあるも

のの，その中でも特に秋田新幹線開業後における秋田 ・大

曲の減少率が高くなっていることが確認できる．特に秋田

は 1996年までは他の地域と比較して増加率が大きく，事業

所指数が上昇してきた地域である．このことから，秋田新

幹線の開業によって秋田 ・大曲でストロー効果が生じた可

能性が高いといえる．

そこで，支社配四モデルによってこのようなストロー効

果が見られるかどうか確認する．支社配置モデルの計勾に

あたり，支社固定喪用と本社固定喪用を共に 1200（万円／

年），情報集約係数を 0.4とした．計算結果を図-3に示す．

2005年

図ー3秋田新幹線開業前後における支社配骰の変化

図中の丸印は支社の配置される場所を示 しており，支社

が配四された地域と同じ箔色の地域がその管轄域を表して

いる． 1995年と 2005年の計箕結果を比較する と，1997年

に秋田新幹線が開業したことにより，秋田県全域が盛岡の

≪
 

管轄下におかれているまた， 1999年に山形新幹線が新庄

まで延伸したことにより，山形新幹線の沿線一帯が福島の

管轄化に骰かれるようになったさらに， 2002年に東北新

幹線が八戸まで延伸したことにより，八戸が盛岡の管紹か

ら独立する と同時に， 1995年時点で行森の管靭下にあった

地域が八戸の管轄域に含まれたことがわかる．

図-2から秋田新幹線の開業後，秋田 ・大曲の事業所数の

減少率が間いことを確認した．そして支社配置モデルの計

節からも，秋田新幹線の開業によって秋田の支社が撤退す

ることが観測された．このように，交通条件が変化するこ

とによって支社の撤退が生 じるストロー効果を，支社配骰

モデルから説明可能であることが確認できる以下ではこ

のモデルを使い，今後東北新幹線が延伸し，さらに北海道

新幹線が開業した場合のストロー効果について検討する．

4.東北・北海道新幹線整備後のストロー効果の検討

1章で述べたように現在東北新幹線の延伸工事と北海

道新幹線建設の計画が進行中である．北海道新幹線が札幌

まで全て開業すると， 札幌・東京区間が約 4時間で結ばれる

予定となっているこの節では，東北新幹線と北海道新幹

線の開業が及ぼすストロー効果について検討するまず，

整備新幹線の開業計画を表-2にまとめる．

表-2東北新幹線延伸および北海道新幹線開業の計画

年 計画

2010 八戸一新青森 開業予定

2015 新冑森一新函館 開業予定

. 2020 新函館・札幌開業予定

北海道新幹線が及ぼすストロー効果の検討にあたっては，

表-2のステップごとに所要時間 ・料金を設定し，支社配置

モデルによる検討を行う ．そこでまず，東北新幹線延伸前

の支社配骰を図4に示す．なお，以下の支社配屈モデルの

計箕にあたっては，3.2節で行った計箕と同様に支社（本

社）固定費用を 1200（万円／年），情報集約係数は 0.4とし

ている．

゜
nv
 

東京 23区の

管轄域
9 （累ヽ

図-42005年の交通ネットワークにおける支社配置

4. 1八戸一新青森区間の開業

八戸一新ff森区間が開業することにより，この区間の所要

時間が 30分短縮し，料金が 900円増加するものと した．し

かし，すべての ODペアについてこのような変更を設定す

るのは作業屈が多いため，本研究では便宜的に新幹線開業

の影響が大きいと思われる東北新幹線沿線の主要都市（八

戸，盛岡，仙台，福島，東京 23区）と北海道内の各都市と

の間の所要時間 ・料金を前述の通りに変更した．
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この設定に従って支社配置モデルによる計勾を行ったが，

支社配置の変化は見られなかった．

4.2新青森ー新函館区間の開業

新胄森ー新函館区間が開業することにより，この区間の所

要時間が80分短縮し，料金が 1000円増加するものとした．

そのため，北海道内の各都市と行森との間の所要時間は 80

分短縮され，料金が 1000円増加する．また，胄森以南では

4.1節における設定も反映されるため，北海道内の各都市

と東北新幹線沿線の主要都市との間の所要時間は 110分短

縮され，料金は 1900円増加するものとする． g 
以上の設定に従って支社配置モデルによる計罫を行った．

しかし，新行森一新函館区間の開業前後においても支社配置

の変化は見られなかった．

4.3新函館ー札幌区間の開集

新函館ー札幌区間の時間・料金変化を考應して，北海道内

の各都市と東北新幹線沿線の主要な都市間の所要時間 ・料

金を変更したまた，北海道新幹線が全線開業した場合，

新型車両が導入されることが予定されており，それによっ

て全営業区間で所要時間が短縮されるこ とになる ．そこで

さらに．東北地方の主要な都市間や，東北地方から東京 23

区までの所要時間 ・料金についても変更したこれらの設

定を表-3にまとめるまた，表-3の交通ネットワークに基

づいて支社配骰モデルを計勾した結果を図-5に示す．

表-3北海道新幹線全線開業時の短縮時間と料金増加分

札蜆冑森八戸盛岡仙台福品東京23区

中L•Jも 一 -295 I -316 I -385 I -366 I -372 I -378 
. - . . .  - . .... ....  -- ---- . -..  --.. --...  - . ....、~ ・ ・ ·囀~・ ・ ・・·

札幌以東 ー 2600 I 3500 I 3500 I 3500 I 3500 I 3500 

小樽 -36 I -259 I -280 I -349 I -330 I -336 I -342 ........ --囀~囀................. . ......... . . . . --....... 
室蘭 600 I 2000 I 2900 I 2900 I 2900 I 2900 I 2900 

函館 -155 I -140 I -161 I -230 I -211 I -217 I -223 ....... ー一・・・ー ・............-.... ----・...... -
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東京 23区の

管轄域 、守以依

図-5北海道新幹線開業後の支社配既

図-4と図ー5を比較 してみると，函館・江差が八戸に管轄さ

れている．この結果から北海道新幹線が開業し，北海道と

東北地域間の所要時間が短くなることによって，北海道の

南端においてストロー効果が現れる可能性がある．また，

新庄・山形 ・米沢を管轄していた福島が東京 23区に管轄さ

れている．それに伴って新庄・山形が仙台の管轄域に変化

している．このように，新幹線が新しく開業した地域以外

でも管轄域の変化が起きる可能性があることがわかる．

5.まとめ

本研究では整備新幹線によるストロー効果の検討にあた

り，効率的な組識構造を達成する企業の行動に着目した．

そのため，はじめに支社配紅モデルを提案し，モデルが実

際のストロー効果を検証可能なのか検討した．絞計データ

から秋田新幹線の開業後，秋田・大曲でストロー効果が生

じていることが分かったとともに，支社配四モデルによっ

て同様の結果を得られることが確認された．最後にこのモ

デルを用いて，北海道新幹線が開業した届合の北海道 ・東

北地方におけるストロー効果を検証した．その結果，新函

館までの開業においては影器が見られないものの，札幌ま

での全線が開業すると函館でストロー効果が生じ，より東

京 23区に近い八戸の管轄下におかれることが分かった．

今後の課題として，支社配骰モデルでは統計データから

わかる事業所数の増減傾向と上手く整合しない点も見られ

ることが挙げられる例えば 3.2節で，計箕上では 2005年

時点で福島に新たな支社が配置されることを指摘したが，

図-2の統計データ上では福島の事業所数の増減傾向に特に

大きな変化は見られない．モデルとデータとの間に見 られ

るこのような差は，モデルが 1企業のミクロな行動を表し

たものであるのに対し，データは特件の異なる多数の企業

がそれぞれの支社配慨を決めた結果を集計したマクロな情

報であるという本質的な違いから生じていると考えられる．

そのため，今後は企業特性を表すバラメータが異なる多数

の企業について支社配骰モデルを~t箕し，その集計結果を

統計データに合せに行くような方法を考える必要がある．
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